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本研究では，陸海輸送の双方を含み，世界各地を対象として構築されてきたインターモーダル国際物流

ネットワークモデルをアフリカ全域に適用し，2008年と2016年の2時点に関してモデルを構築する．構築

したモデルについて，アフリカの港湾の輸出入貨物取扱量などを用いて概ね良好な再現性を有することを

確認した．さらに，構築した2つのモデルを用いて，2時点におけるアフリカのコンテナ輸送状況の違いを

考察した．その結果，2008年では2016年に比べて，トラック輸送費用が鉄道輸送費用に比べて相対的に高

いことや，国境をまたぐ輸送の利便性が低かったことが示唆された． 

 

     Key Words : intermodal transport network, global logistics, network assignment model, time-series 

simulation, West Africa  

 

1. 研究の背景と目的 

 

 近年，経済のグローバル化や全世界の交易の拡大に伴

い，コンテナ輸送は急速に発展し，海上輸送および陸上

輸送を合わせてより複雑化してきた．特に，地域全体と

して経済発展の著しいアフリカでは，人口の増加に伴い

貿易需要の増加が予想される一方で，物流インフラは脆

弱であり，図-1に示すように，中国など世界各国のドナ

ーの資金供与をうけて多数の海上および陸上輸送インフ

ラの開発計画が推進中である．さらに同地域は，地域経

済統合の遅れや政治的緊張が原因で，EU やアジアなど

ほかの経済圏と比べて域内貿易額の比率が小さいことが

課題として挙げられており1)，インフラ開発計画に加え

て，地域経済共同体による貿易円滑化政策等にも注目が

集まっている． 

特に域内 56か国中 16か国が内陸国であるアフリカは，

世界の他地域との貿易のために，海上輸送に加えて他国

を陸送で通過する必要性があることから，海上および陸

上輸送を包括的に含み物流動向を再現するモデルを用い

て，複数の国や輸送手段を跨いだインフラの開発を含む

様々な物流政策を包括的に評価することで，優先順位を

つけて実行していくというニーズが存在する． 

筆者らはこれまでに，アフリカを対象として国際物流

モデルの構築を行ってきた3)4)5)．これらの研究では，い

ずれも南部アフリカまたは東南アフリカのみを対象とし

て国際物流シミュレーションモデルを構築し，当該地域

 

図-1 中国によるアフリカ港湾開発プロジェクトの件数と総

額の推移 出典：Yang et al. 2) 
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を対象とした政策分析を行っている一方で，アフリカ全

土を対象としたモデルではない．複数の地域経済共同体

による地域統合や，国をまたぐ回廊開発が進められてい

るアフリカ全土を対象とするようにモデルを拡張するこ

とによって，より大域的なシミュレーションが可能にな

る． 

そこで本研究は，このような背景に基づき，全世界の

海上コンテナ輸送およびアフリカ全土の陸上輸送の動向

を再現する物流モデルを構築することを目的とする．な

かでも本稿では，複数の経済共同体による貿易政策やイ

ンフラ開発が進められている西アフリカに着目する．西

アフリカにおいては，コートジボワールやガーナなどの

経済規模の比較的大きい沿岸国各国とある程度経済規模

のある内陸国を結ぶ経済回廊の整備が進められており，

各国の回廊間で貨物輸送ルートの競合が存在する．その

一方で，同地域には社会情勢が不安定な国も多く，内戦

や政変も物流動向に影響を与えうる．このことから，同

地域における物流動向の変化を分析することの意義は大

きいと考えられる． 

 インターモーダル国際物流ネットワークモデルの構築

や諸地域への適用に関する研究としては，最短経路探索

モデルを適用したITF-OECD 6)や，パスサイズロジットモ

デルを用いたTavasszy ら7)などが挙げられる．これらの

複数輸送機関を含む大規模な物流イミュレーションモデ

ルの構築，適用に関する研究では，十分なデータの入手

が困難なため，よりシンプルなモデルが用いられる傾向

がある．そのため，これらのモデルでは各輸送機関の容

量は考慮されていないものの，途上国においては交通量

の増加が著しいにも関わらず，インフラの整備が不十分

であるため，インフラの容量制約がより深刻な問題とし

て挙げられる．なお，途上国を対象とした最近の研究例

としては，重力モデルを用いて南アフリカとインドに焦

点を当てたAritua ら8)や，海上および陸上ネットワークを

考慮したインターモーダルなネットワーク上においてロ

ジットモデルにより輸出入港湾を選択するモデルを構築

し ， イ ン ド ＝ 米 国 間 貨 物 に 適 用 し て い る

Venkitasubramanian and Thill  9)が挙げられる．後者において

は，港湾のキャパシティなどの複数の要因から「港湾サ

ービス指数」という指標を考案することで，港湾の容量

制約を間接的に考慮している． 

ここで，Shibasaki ら10)の一連のモデルは，全世界を対

象とした海上輸送および特定地域を対象とした陸上輸送

を考慮しており，現実に近いネットワーク上で荷主の立

場から経路選択をするとともに，グローバルな貨物流動

を考慮しつつローカルに適用できる点で有用である．こ

のモデルの適用例として，たとえば西村ら11)は，シベリ

ア鉄道やチャイナランドブリッジなどのインパクトに着

目し，現状再現性の確認やローカルな政策分析も行って

いる．ただし，陸上輸送の対象地域は中国・中央アジ

ア・ロシア／東欧などのユーラシア大陸である．  

 一方，本研究と同様に西アフリカを対象としたモデル

を用いた研究例としては，西アフリカにおけるゲートウ

ェイ港湾を対象として，回廊ごとの陸送コストを考慮す

ることで輸送機関の分担や港湾利用の競合を分析した

Kobina and Domfish 12)や，海上輸送サービスネットワーク

を用いて，サブサハラ地域の港間の貨物フローを最短経

路問題によって再現したKim ら13)が挙げられる．しかし，

いずれもそれぞれ内陸国への回廊のみのネットワーク，

または海上輸送ネットワークのみを考慮しており，海上

および陸上ネットワークの双方を考慮するモデルではな

い． 

また，近年のコンテナ輸送需要の拡大に伴って，世界

的な貿易，物流の変化が各港湾や輸送インフラの利用に

どのような影響を与えてきたかを分析する研究にも注目

が集まっている．特に，複数時点におけるコンテナ貨物

流動を分析した研究としては，Ducruet ら14)があげられる．

この研究においては，1996 年と 2006 年の世界の海上輸

送定期航路ネットワークを比較することによって，港湾

の階層構造と定期船のサービス形態の変化を分析してい

る．特に，アフリカなどのインフラ開発や貿易円滑化政

策の実施が急速に進められている地域においては，多時

点の物流動向を比較することによって，同地域における

開発がどのように物流動向を変化させてきたかを定量的

に把握できるため，将来の物流政策の戦略策定に有用で

ある．  

 以上を踏まえ，本研究では，柴崎らの一連のモデル 10)

をベースとし，全世界の海上コンテナ輸送およびアフリ

カ全土の陸上輸送の動向を再現する物流モデルを 2008

年および 2016 年の 2 時点について構築する．さらに，

構築した 2つのモデルを用いて 2時点におけるアフリカ

の物流動向の違いについて考察する． 

 

2. 西アフリカの物流 

 

(1) 西アフリカにおける物流の現状  

 

図-2に示すように，西アフリカでは，各主要港湾

（Dakar港，Abidjan港，Tema港，Lome港，Cotonou港）か

らそれぞれ内陸国（マリ，ブルキナファソ，ニジェー

ル）へ延びる経済回廊が存在する． 

まず，マリの首都であるBamakoまでは，セネガルの

Dakar港とコートジボワールのAbidjan港から回廊が延び

ている．特に，Dakar港からBamakoまでは鉄道輸送も存

在し，Bamakoにアクセスのある唯一の鉄道となってい

ることから，マリ発着貨物はDakar港を利用することが

多い． 
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図-2 西アフリカにおける主要港湾と回廊 

出典：Nathan Associates Inc. 15) 

 

次に，ブルキナファソの首都であるOugadougouまでは，

コートジボワールのAbidjan港，ガーナのTema港，トー

ゴのLome港，ベナンのCotonou港からそれぞれ回廊が延

びており，状況に応じてブルキナファソ発着の国際貨物

は各国の港湾を選択して利用する．特にAbidjan港から

Ougadougouまでは，鉄道輸送が存在するという点で他国

に対して優位性を持っているものの，鉄道積替え時間が

長いことから，道路輸送が主流である．さらに，ブルキ

ナファソへのアクセスについては回廊間の競争が激しく，

港湾サービスの発達や回廊の整備によって，貨物輸送ル

ートは変化しうる．また，このエリアの国の中ではガー

ナのみが英語圏であるなど，文化的背景も物流状況に影

響を与えうる．ブルキナファソ発着海上貨物の西アフリ

カ各主要港湾におけるシェアを図-3に示す．実績値につ

いては各種港湾統計16)17)18)19)およびJICAによる報告書20)に

より算出した． 

ブルキナファソ発着海上貨物の利用港湾別シェアにつ

いて，2016年においてはLome港が38%と最も高い比率で

あったのに対して，2008年ではAbidjan港が34%と最も高

くなっている．このことから，2008年から2016年にかけ

て，ブルキナファソ発着の海上貨物がロメ港をより利用

するようにシフトしていることがわかる． 

 

 

図-3 ブルキナファソ発着海上貨物の西アフリカ各主要港湾に

おけるシェア 

最後に，ニジェールの首都であるNiameyまでは，ベナ

ンのCotonou港から回廊が延びており，Cotonou港はニジ

ェール発着のトランジット貨物を多く取り扱っている．

しかし，Nathan Associates Inc. 15)によると，Cotonou港は，

港湾の混雑が特にみられ，さらに海賊行為が発生するな

ど治安の面からも物流コストが高い傾向にある． 

さらに，内陸国と各主要港湾を結ぶ回廊以外にも，コ

ートジボワールのAbidjan港からナイジェリアのLagos港

までを結ぶ沿岸回廊（Abidjan-Lagos Corridor）も存在する．

一方で，各国境での越境手続きの存在や，社会，文化的

背景から，依然として海上輸送も用いられる． 

このように，西アフリカにおいては，主要港湾と内陸

国を包括的に含むような道路，鉄道網の整備が進められ

ている．中でもコートジボワール，ガーナ，トーゴ，ブ

ルキナファソを円形に結ぶ経済回廊の整備は，JICAによ

り西アフリカ「成長の環」広域開発プロジェクト21)とし

て推進されている．さらに，西アフリカでは域内経済の

統合や，政治的安定の確保を目指し西アフリカ経済通貨

同盟（以下，UEMOA）が創設されている．特に，

UEMOAには上記で述べた3つの内陸国（マリ，ブルキ

ナファソ，ニジェール）が含まれることから，域内の経

済発展において，回廊の整備や，国境手続きの簡略化は

重要な課題である．そこで，国際物流を円滑化するため

に，国境の両側の施設を統合した共同運用施設を建設，

運用することによって，従来は出国側と入国側で各１回

停止していた時間を短縮するワンストップ・ボーダー・

ポスト(One-stop Border Service)の整備が進められている．  

 

(2)  西アフリカの紛争に伴う物流の変化 

このように，西アフリカ地域において，経済共同体の

推進および多数の貿易円滑化政策が進められている一方

で，この地域には社会情勢が不安定な国が多く，ある国

で内戦や政変が生じた際に，同国港湾を利用して貨物を

輸送できなくなるという状況に陥る危険性がある．例と

して，コートジボワールでは，2002 年から 2011 年にか

けて長期的に政治情勢が不安定な状態が続いた．実際に，

2011 年に発生した内戦の際には，内陸国への貨物は，

コートジボワールの港湾からではなく，隣国の港湾から

より高額な迂回ルートによって輸送されたという報告22)

もある． 

加えて，AICD 23)によると，長期的に政治状況が不安

定であった影響から，道路・鉄道などの輸送インフラへ

の資金投資が滞り，道路整備事業が大幅な資金不足に陥

っていることが報告されている．表-1に示すように，特

に 2002 年の政治危機の際には，道路部門への支出がニ

ーズを大きく下回っていることがわかる． 
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表-1 コートジボワールの道路部門への支出の推移 

出典：AICD 23) 

 

 

 

3. 国際物流モデル  

 

(1) モデルの概要  

本研究で用いるインターモーダル国際物流モデルは，

Shibasakiら10)の従来モデルの構造および配分手法を一部

変更した山口24)のモデルをベースとしている．図-4にモ

デルの全体構成を示す． 

 モデルは，海上ネットワークと陸上ネットワークを

統合したインターモーダル国際物流ネットワーク上の配

分モデル（上位モデル）を基本モデルとして，詳細な国

際海上コンテナ輸送ネットワーク上での配分モデルをサ

ブモデル（下位モデル）にもつ構造となっている． 

 本モデルでは，段階配分手法を適用することにより，

均衡配分に基づく従来モデルに比べ，各輸送機関の容量

制約による混雑をより精確に考慮することを試みている．

さらに，各段階配分において確率的ネットワーク配分を

導入し，リンクコストが最小の経路以外にもフローが流

れる状況を表現している． 

また，本モデルにおける入力データは，大きく分ける

と港湾データ，海上・陸上のネットワークデータ（距離，

サービスレベル，輸送実績など），および地域間輸送需

要量（地域間OD貨物量）の3種類である．一方で，アウ

トプットは各リンクごとに出力されるコンテナフローで

あり，これを集計することによって各港湾のコンテナ取

扱量や各港湾間の大局的なフローも確認することができ

る． 

 本研究では，港湾内リンクのうち，輸出入時に通過す

る港湾Oリンクおよび港湾Dリンク，積替え時に通過す

る船社間積替リンクおよび船社内積替リンクにおいて，

港ごとのターミナルコストを以下のように設定し，利用

量の大きい港湾ほど整備が進み，利用料金が安くなると

いう港湾における規模の経済性を反映した．  

 
(1) 

CTEr：港rにおけるコンテナ1TEUあたりのコンテナターミナルコスト

（US$/TEU） 

NBr：港rにおけるコンテナターミナル数 

CTB：1ターミナル当たりの年間使用料金（= 300,000 US$とした） 

x_allr：港rにおけるコンテナ取扱量合計（TEU/year） 

ここでCTBについては，コンテナターミナルにおける諸

費用の実態を踏まえたうえで，対象港湾のターミナルコ

ストCTErの最大値が約1000となることも考慮して設定し

た． 

 

 

図-4 本モデルの全体構成 出典：山口24)  

 

(2) モデルの入力データ 

  本研究では，2016年および2008年の2時点について，

インプットデータ（港湾データ，海上輸送ネットワーク

データ，陸上輸送ネットワークデータ，地域間貨物輸送

需要量データ）を作成した． 

 まず，港湾データに関しては，2016年モデルでは小菅
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25)で対象とされている基本港湾など183港に加えて，2016

年のMDSデータ26)において外航サービスが寄港するアフ

リカ地域の64港を追加した合計249港湾を対象とし，

2008年モデルでは，2016年モデルの対象港湾のうち，

2008年において開港前またはコンテナ取扱量が不明であ

った港湾を除いた合計221港湾を対象とした．輸出入別

の港湾荷役費用とリードタイムに関しては，世界銀行の

Doing Businessデータベース27)の値を用いた．また，OD表

の作成や現状再現性の確認で必要となる港湾取扱量につ

いては，対象港湾すべての実績を含んでいるデータベー

スがないことから，以下に示す複数のデータソースを用

いている． 

a. 若島28)で用いられた値を使用 

b. African Seaports and Maritime Economics in Historical Perspec-

tive 29) 

c. Containerization International Yearbook 2010 30) 

d. Digital Logistics Capacity AssessmentsのHP31) 

e. 世界銀行データベース32)における，各国コンテナ取扱

量で代用 

f. Kawasakiら10)で用いられた値を使用 

g. AfDB 33)のレポートの値を使用 

h. annaba港の港湾統計HP34) 

i. 2008年値が不明な場合は2016年値で代用 

j. 世界銀行35)のエリトリアに関するレポート 

本研究で対象としたアフリカの港湾および後述する地

域代表ノードを含む陸上輸送ネットワークを，図-5に示

す．  

 

 

図-5 本研究で対象とした陸上輸送ネットワークおよび各種ノ

ード 

 

 海上ネットワークデータに関しては，2016年および

2008年のMDSデータ26)を元に，2016年モデルでは55船社

1014サービス，2008年では59船社1208サービスを対象と

する．これにより，全世界のモデル対象港の総寄港船腹

量のうち，2016年モデルでは90.7%，2008年モデルでは

89.2%がカバーされる．2008年における海上ネットワー

クデータの特徴として，年間コンテナ輸送キャパシティ

の小規模な船社が多数存在することが挙げられる．実際

に，2016年モデルで対象としていた249港湾から，2008

年モデルでは221港湾と減少しているにもかかわらず，

寄港するサービス数は1014サービスから1208サービスと

増加している．さらに，2016年モデルの対象である海上

輸送サービスの平均船舶サイズが2,775TEUであるのに対

し，2008年では1,801TEUと，約1,000TEU小さくなってい

る． 

 陸上ネットワークデータに関しては，道路については

主にADC World Map 36)，鉄道についてはDIVA-GIS 37)のデ

ータを元に，アフリカ大陸全土および周辺の島国および

スペインのカナリア諸島を考慮し，ノード総数は14,059，

リンク総数は14,857である．また，陸上ネットワーク上

のODノードおよび港湾ノードの割り当てについては，

それぞれ，simple mapsのホームページのWorld Cities Data-

base 38)およびWFP GeoNodeのホームページのGlobal Ports 39)

から得られる各地域における代表都市・港湾の座標デー

タを参照した．なお，2008年時点のネットワークデータ

が入手できなかったため，2008年モデルでも2016年モデ

ルと同じネットワークを用いた．国境通過において必要

な追加的な費用と時間については，世界銀行のDoing 

Businessデータベース(trading across borders）40)から得られ

るデータのうち，「書類準備」と「税関手続き」に要す

る費用と時間のそれぞれの合計値を用いた．また，陸上

輸送費用に関する各種パラメータについては，キャリブ

レーションにより決定した．詳細は5.で説明する． 

 地域間貨物輸送需要量データに関しては，2008年およ

び2016年のGTA Forecastingデータ41)を元に，海上コンテナ

貨物と（海上輸送されない）陸上輸送貨物の両方を対象

として，陸上輸送ネットワークを考慮する各国について

分割基準を定め，国レベルの貨物輸送需要データを，

Google Earth Engine 42)で抽出した2016年の夜間光量平均に

基づき比例配分する形で，合計750の地域レベル（ゾー

ン）に分割することにより作成した．加えて，本研究で

は，特に着目する西アフリカ地域における港湾間貨物需

要量実績値を正確に再現するために，西アフリカのSan 

Pedro港，Abidjan港，Takoradi港，Tema港，Lome港，

Cotonou港について，集約したGTA Forecastingデータを，

各港湾統計データ43)44)19)に基づく輸出入別の実績値に比

例配分するという方法を採用した．なお，ゾーン分割の

際に，陸上輸送ネットワークを持たないゾーンが生じた

場合は，道路リンクをもち，かつ当該ゾーンと同国内で

隣接したゾーンに統合した． 
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(3) モデル計算と解法 

 本モデルでは，山口24)と同様に，あらかじめ設定され

た計算回数（本研究では2回）に従って，上位モデルお

よび下位モデルの計算を交互に行う．さらに，OD需要

量を読み込む分割回数設定である段階配分の分割回数に

ついて，10分割を採用した．これは，分割回数を多くす

ることでAll or Nothing配分の計算回数が増加し，全体の

計算時間が増加することになるという多段階配分の特性

を考慮したためである． 

 

 

4. モデル計算結果（現状再現性の確認） 

 

本章では，構築した2016年および2008年モデルの現状

再現性について，海上および陸上輸送量の分担率，全世

界の主要ハブ港湾のトランシップ貨物量およびトランシ

ップ貨物率，陸上輸送ネットワークを考慮する港湾にお

ける輸出入貨物取扱量，および陸上全体のフローの推計

結果を用いて検証する．  

 

(1) 2016年モデル  

a)  海上および陸上輸送の機関分担率  

 アフリカ発着貨物（アフリカ域内貨物含む）に関する，

2016年モデルによる海上輸送量と陸上輸送量の推計結果

を表-2に示す．これより，アフリカ発着貨物の陸海輸送

分担率について，概ね現状を再現できているといえる． 

b) 全世界主要ハブ港湾のトランシップ貨物量とトラン

シップ貨物率 

2016年モデルにおける全世界の主要ハブ港湾のトラン

シップ貨物量とトランシップ貨物率の推計値を，図-6に

示す．図に示すように，Hong Kong港を除き概ね良好な

再現性が得られた．Hong Kong港においては，トランシ

ップ貨物の一部が再輸出という名目で統計上輸出貨物に

含まれることがあるため，実績値が過小となっていると

考えられる． 

c) 陸上輸送ネットワークを考慮する港湾の輸出入貨物量 

図-7に示す陸上輸送ネットワークを考慮する港湾の輸

出入貨物取扱量の推計値により，陸上輸送と海上輸送の

競合に関する再現性を確認する．図に示すように，全体

として輸出，輸入ともに概ね良好な再現性が得られた．

ただし，エジプトの港湾（Alexandria，Port Said，Damietta，

El Sokhna）については，特に輸出において再現性が悪い．

これは，エジプトには比較的キャパシティが大きく地理

的距離の近い港湾が複数存在することに加えて，陸上輸

送ネットワーク密度が高いことから，モデル上で各港湾

の差別化が十分に行われていないためであると考えられ

る．この点の改善に関しては今後の課題である． 

d) 陸上輸送ネットワークのコンテナフロー 

陸上コンテナフローの推計結果を図-8に示す．図に示

すように，マクロ的な傾向として，アフリカでは，各主

要港湾から内陸国へ延びる回廊を利用して貨物が輸送さ

れているという状況がわかる．また，特にアフリカでは

整備不足によって鉄道輸送の利便性が向上していないこ

とが一般的であり，トラックを用いた輸送が主流となっ

ている． 

 

図-6 全世界の主要ハブ港湾のトランシップ貨物量とトランシップ貨物率の実績値とモデル推計値の比較（2016年） 

 

 

 

表-2 アフリカ発着貨物における海上および陸上輸送量と

分担率のモデル推計結果（2016年） 

 輸送量(千TEUs)と割合 

 海上輸送 陸上輸送 

実績値 11,935 (96.0%) 503 (4.0%) 

推計値 11,858 (95.4%) 579 (4.7%) 
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さらに，本研究で特に注目する西アフリカ地域の国境

周辺のフローについて検証する．具体的には，西アフリ

カ主要港湾（Abidjan，Tema，Lome，Cotonou）から内陸

国へ続く経済回廊に着目し，特に内陸国との国境におけ

るコンテナフローについて検証を行った．図-8下に示す

ように，西アフリカ主要港湾の存在する沿岸 4国から内

陸国ブルキナファソへの輸送ルートに着目すれば，各港

からブルキナファソへ延びる経済回廊を利用して貨物が

輸送されている状況がわかる． 

図-9に，ブルキナファソ発着の海上貨物における西ア

フリカ各主要港湾のシェアに関する実績値と推計値の比

較を示す．ここで，推計値については，ブルキナファソ

と各沿岸国の間の越境交通量（リンクフロー）の推計値

から，両国間の陸上発着貨物量実績値を差し引いた値に

基づき計算している．図より，このエリアにおいて，

Lome 港のシェアが最も大きいという現状をモデルでも

再現できていることがわかる．一方で，実績値がトラン

ジット貨物かつコンテナ貨物以外も含むのに対し，推計

値においては国境を通過するコンテナリンクフローを集

計しており，他国発着の貨物も含まれるという定義の違

いもあり，実績値と推計値の間に差が生じている． 

 

(2) 2008年モデル  

a)  海上および陸上輸送の機関分担率  

 アフリカ発着貨物（アフリカ域内貨物含む）に関する，

2008年モデルによる海上輸送量と陸上輸送量の推計結果

を表-3に示す．これより，2016年モデルに比べると若干

の差異が見られるものの，アフリカ発着貨物の陸海の輸

送量の分担率について，概ね現状を再現できているとい

える． 

 

表- 3 アフリカ発着貨物における海上および陸上輸送量とモデ

ル分担率の推計結果（2008年） 

 輸送量(千TEUs)と割合 

 海上輸送 陸上輸送 

実績値 9,767 (96.8%) 327 (3.2%) 

推計値 9,525 (94.4%) 568 (5.6%) 

 

b) 全世界主要ハブ港湾のトランシップ貨物量とトラン

シップ貨物率 

2008年モデルにおける全世界の主要ハブ港湾のトラン

シップ貨物量とトランシップ貨物率の推計値を，図-10

に示す．図に示すように，Hong Kong港やPusan港を除き

概ね良好な再現性が得られた．2008年モデルは2016年モ

デルに比べて，海上ネットワークが多数の小規模な船社

からなるため，特定の港湾において貨物の積替えが偏っ

たためだと考えられる． 

 

図-9 ブルキナファソ発着海上貨物における西アフリカ各主

要港湾のシェア（輸出入合計，2016年） 

  

図-7 陸上輸送ネットワークを考慮する各港湾の輸出入貨物取扱量の実績値とモデル推計値の比較（2016年） 
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図-8 陸上コンテナフローの推計結果（2016年，上：アフリカ全土，下：西アフリカ） 
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c) 陸上輸送ネットワークを考慮する港湾の輸出入貨物量 

図-11 に示す陸上輸送ネットワークを考慮する港湾の

輸出入貨物扱量についてみると，輸出貨物の取扱量につ

いては概ね良好な再現性が得られた一方で，輸入貨物の

取扱量の再現性は相対的に悪い．この原因のひとつとし

て，OD 貨物量の地域分割において現在得られる夜間光

量平均を用いているため，2008 年の実態に沿わない量

の OD貨物量が設定された地域が存在することが考えら

れる． 

d) 陸上輸送ネットワークのコンテナフロー 

アフリカ全土における陸上コンテナフローの推計結果

を図-12 に示す．図に示すように，2008 年においては，

2016 年と比べて貨物輸送需要量が小さいことから，陸

上リンクフローも全体的に小さくなっている．さらに，

2016 年と比べて道路輸送費用が相対的に高いため，鉄

道の利用量が多くなる結果となっている． 

また図-13 に，ブルキナファソ発着の海上貨物におけ

る西アフリカ各主要港湾のシェアに関する実績値と推計

値の比較を示す． 図に示すように，Abidjan港とLome港

のシェアが他港湾と比べて大きいという傾向は再現でき

ている．一方で，特に Lome 港発着のトランジット貨物

量が過大に推計され，Cotonou 港発着の貨物量が過小に

推計される結果となった．この一因として，本モデルに

おいて，各道路リンクのキャパシティや距離比例費用を

アフリカ全土一律で定めているため，より陸上輸送距離

の近いトーゴに貨物が集まりやすくなっていることが考

えられる．  

 

 

図- 10 全世界の主要ハブ港湾のトランシップ貨物量とトランシップ貨物率の実績値とモデル推計値の比較（2008年） 

 

 

図-11 陸上輸送ネットワークを考慮する各港湾の輸出入貨物取扱量の実績値とモデル推計値の比較（2008年） 
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図-8 陸上コンテナフローの推計結果（2008年） 

 

 

図-93 ブルキナファソ発着海上貨物における西アフリカ各主

要港湾のシェア（輸出入合計，2008年） 

 

5. 輸送費用の時系列変化に着目した分析 

  

本章では，前章で再現性の検討を行ったモデルを用い

て，2008 年と 2016 年における物流動向の違いを分析す

る． 

はじめに，本研究における2時点のモデルの輸送費用

設定について説明する．本研究では，キャリブレーショ

ンにより，2時点のモデルのトラック固定費用

（US$/TEU），トラック距離比例費用（US$/TEU/km），

鉄道距離比例費用（US$/TEU/km），国境抵抗係数λに

ついて以下の表-4のように設定した（なお参考として，

アセアン地域を対象とした既存モデルにおける設定値も

表中に示す）．ただし，国境抵抗係数に関して，括弧内

はUEMOA域内の値を表す．キャリブレーションにおい

ては，アフリカにおいては鉄道のメンテナンス不足から

鉄道輸送の利便性が停滞している一方で，道路輸送は国

境手続きの簡略化や道路インフラの整備が進められてお

り，結果として2008年にくらべ2016年は相対的にトラッ

ク輸送費用が安いことを考慮している． 

 

表-4 各モデルにおける輸送費用に関するパラメータ 

 
2016年 

モデル 

2008年 

モデル 

（参考）

Yamaguchi ら45)のモ

デル（2016年） 

トラック固定費用

（US$/TEU） 
100 200 60 

トラック距離比例費用

（US$/TEU/km） 
1.0 1.5 1.0 

鉄 道 固 定 費 用

（US$/TEU） 
0 0 0 

鉄道距離比例費用

（US$/TEU/km） 
1.5 2.0 1.75 

国境抵抗係数λ 0.5 (0.3) 1.0 (0.8) 0.4 

 

 次に，上記で設定したパラメータの感度分析結果の例

として， 2008 年モデルにおいて鉄道距離比例費用を変

化させた場合の計算結果（トラックと鉄道の分担率）を，

図-13 に示す．ここで，図-13 に示す分担率は，南アフリ

カおよびトーゴにおける図-14 に示される区間を対象と

して算出している．図に示すように，いずれの区間も，

鉄道距離比例費用が増加すると鉄道の分担率が減少し，

鉄道距離比例費用が減少すると鉄道の分担率が増加して

いることがわかる．さらに，南アフリカの対象区間に比

べ，トーゴの対象区間の方が鉄道距離比例費用の増減に

対する分担率変化の感度が高いことも分かった．これは，

トーゴの対象区間の鉄道リンクが南アフリカの対象区間

の鉄道リンクに比べて短いためであると考えられる．  

最後に， 2008年の輸送費用が，2016年においても改善

されなかったとした場合のシミュレーション結果を示す．

これは，アフリカ各地域における経済共同体によって近

年進められている物流政策や国境円滑化政策が，アフリ

カのコンテナ輸送にどのような影響を与えたのかについ

て分析することを念頭に置いた設定である．具体的には，

4章で示した2016年モデル（以降ではベースシナリオと

よぶ）におけるインプットデータ（ネットワークや輸送

需要）はそのままに，表-4に示す各パラメータに加え，

国境通過による追加費用および時間についてのみ，2008

年モデルの設定値を入力してシミュレーションを行う．

これを比較シナリオとよぶ． 

図-15に，ベースシナリオにおけるリンクフロー推計

結果から，比較シナリオにおける推計結果のリンクフロ

ーへの変化量を示す．図に示されるように，比較シナリ

オにおいては鉄道費用が相対的に安いことから，ベース

シナリオに比べて鉄道の利用が全般的に多い結果となっ

ている． 
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図-10 2008年モデルにおける鉄道距離比例費用の感度分析結

果（南アフリカおよびトーゴにおける対象区間の機関分担率） 

 

図-115 感度分析における道路／鉄道分担率算出の対象区間 

 

さらに，特に西アフリカに着目した場合，比較シナリ

オにおいては，ベースシナリオに比べ，Lome港からブ

ルキナファソへ続く回廊の利用量が4,000TEU減少し，コ

ートジボワールから鉄道を利用して輸送される貨物量が

3,300TEU増加している．すなわち，比較シナリオにおい

ては，コートジボワールとブルキナファソ間の輸送が，

トーゴとブルキナファソ間の輸送に対して相対的に利便

性が高いことが示されている． 

また，南アフリカに着目すると，比較シナリオにおい

ては，ベースシナリオに比べ，モザンビークのMaputo港

から国境を越えてトラックにより輸送される貨物量が

26,900TEU減少しているのに対して，南アフリカの

Durban港から延びるリンクにおけるトラックによる貨物

輸送量が30,000TEU増加している．すなわち，比較シナ

リオにおいては国境通過時により大きな追加費用および

時間がかかるため，国境をまたぐ陸上輸送の利便性が相

対的に低いことが示されている． 

 

 

6. 結論  

本研究では，柴崎らの一連の研究におけるインターモ

ーダル国際物流モデルをアフリカに適用し，2008 年お

よび 2016 年の 2 時点におけるコンテナ貨物流動を再現

するモデルを構築した．モデルを構築する上で，コンテ

ナ取扱量の大きい港湾ほど価格の下がるターミナルコス

トをモデルのコスト式に追加することで，規模の経済性

を考慮した．さらに，構築したモデルをアフリカ全土に

適用するためにモデルの設定を一部変更した．特に，モ

デルのインプットデータを作成する際には，地方自治体

ごとの統計データが十分に管理されていないというアフ

リカの特性を考慮し，夜間光量平均を用いて地域間貨物

輸送需要量データを作成した． 

上記手順により構築したモデルを計算し，陸上輸送と

海上輸送の機関分担率，全世界の主要ハブ港湾のトラン

シップ貨物量とトランシップ貨物率，加えて陸上を考慮

する港湾の輸出入貨物取扱量，および西アフリカにおけ

るブルキナファソと各国の国境におけるフローから現状

の再現性の確認を行い，概ね妥当な再現性を得た．  

構築した 2時点のモデルを利用してコンテナ貨物流動

のシミュレーションを行うことによって，特に主要港湾

から内陸国にかけて続く回廊などにおける貨物流動が 2

時点間でどのように変化したかを分析した．その結果，

2008 年モデルにおいては，2016 年モデルに比べて，ト

ラックによる輸送費用の設定が鉄道による輸送費用設定

に比べて相対的に高いことから，鉄道の利用が全般的に

多い結果となっていることがわかった．また，特に西ア

フリカにおいて，コートジボワールとブルキナファソ間

の輸送がトーゴとブルキナファソ間の輸送に比べて相対

的に利便性が高かったこと，および南アフリカの地域に

おいて国境をまたぐ輸送の利便性が相対的に低かったこ

とが示唆された． 

以上より，本研究の目的は概ね達成することができた

と言える．特に，アフリカ全土を対象とした広域な陸上

を含む国際物流モデルを構築し，複数年にまたがるシミ

ュレーション分析を行うことができることを示した点が

本研究の貢献と言える．しかし，いくつかのモデル上の

課題は残っている． 

まず，モデルの現状再現性に改善の余地があるといえ

る．アフリカにおいては，自治体ごとの統計データが包

括的に管理されていないことも多く，地域ごとのコンテ

ナ貨物輸送需要量などの指標が手に入らないため，本研

究では夜間光指標を用いた．今後現地調査やヒアリング 
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図-12  ベースシナリオと比較シナリオのリンクフロー推計値の差異（上：アフリカ全土，中：西アフリカ，下：南アフリカ） 
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などを行い，現地の正確なデータが手に入れば，再現性

が向上する可能性がある．また，夜間光指標の有用性に

ついても検討が必要である．アフリカの自治体ごとの貨

物輸送需要量実績値のデータ，または GRP 等の指標が

広く手に入れば，夜間光指標がどの程度貨物輸送需要量

の分割に適しているかを検証することが可能になる．加

えて，ブルキナファソの国境におけるリンクフローと，

西アフリカ主要港湾におけるトランジット貨物量を比較

した再現性においても課題が残る結果となった．こちら

に関しては，回廊ごとの検問の数や，通行費用などより

詳細なデータを集めてコストを設定する必要が示唆され

た． 

さらに，本モデルはアフリカ全土という大規模なネッ

トワークを対象としており，他国，他地域を対象とした

分析も可能である．このことから，今回行ったシナリオ

分析以外にも，様々な物流政策や貿易円滑化の分析を行

うことができると考えられることから，引き続き新たな

シナリオを設定してシミュレーションを行っていくこと

も今後の課題である． 
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Model development of global logistics intermodal network simulation and time-series 

analysis across the entire African continent 

 

Keigo SHIBUYA, Ryuichi SHIBASAKI, Tomoya KAWASAKI and Tomomi 
TOKUORI 

 
In this study, we applied the global logistics intermodal network simulation model, which includes both 

land transport  and maritime shipping and has been applied to various parts of the world, to Africa in two 
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time periods, 2008 and 2016. The model fitness was confirmed from the viewpoints of import and export 

container throughputs in African ports and other indicators. 

Furthermore, using the models developed in the two time points, we examined the differences in the 

container transport market in Africa. As a result, it was found that trucking costs were relatively higher 

than rail transport costs in 2008 than in 2016 and that cross-border transport was less convenient. 
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